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(57)【要約】
　【解決手段】　方法およびシステムは神経刺激治療区
域を評価および治療する自動プロトコルを提供する。評
価は、生理学的領域に関連付けられた治療領域アレイの
点から成る配列で幾つかの低相対インピーダンス点を特
定する工程を含む。特定された幾つかの点は治療される
。アレイ領域は再評価される。その後幾つかの治療済み
点は再び治療される。これらの工程は所定の回数繰り返
され、および／または所定数の治療点が残るまで繰り返
される。
　【選択図】　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　神経刺激を提供する方法であって、
　複数の部位（ｓｉｔｅ）を有する第１の治療領域アレイ（ｔｒｅａｔｍｅｎｔ　ａｒｅ
ａ　ａｒｒａｙ）を設定する工程と、
　治療領域アレイの複数の部位をスキャンして、当該複数の部位の各々の活性値を決定す
る工程と、
　前記活性値に基づいて、前記治療領域アレイの前記複数の部位の第１のサブセットを決
定する工程と、
　前記第１の部位サブセット内の各部位を刺激する工程と、
　前記刺激された部位の少なくとも複数の部位を再スキャンして前記第１の部位サブセッ
ト内の少なくとも複数の部位で新たな活性値を決定する工程と、
を有する方法。
【請求項２】
　請求項１記載の方法において、さらに、
　前記決定する工程、刺激する工程、および再スキャンする工程のうち少なくとも１工程
を繰り返して、治療の対象となる部位の一次サブセットを特定する工程を有するものであ
る方法。
【請求項３】
　請求項２記載の方法において、前記一次サブセットはただ１つの部位を有する方法。
【請求項４】
　請求項２記載の方法において、さらに、
　前記一次部位サブセットを治療する工程を有するものである方法。
【請求項５】
　請求項１記載の方法において、前記決定する工程は、所定パーセンテージの前記複数の
部位として前記サブセットを決定する工程を有する方法。
【請求項６】
　請求項５記載の方法において、前記サブセットは、最高活性値を有する所定パーセンテ
ージの前記複数の部位を有する方法。
【請求項７】
　請求項１記載の方法において、前記決定する工程は、所定数の前記複数の部位として前
記サブセットを決定する工程を有する方法。
【請求項８】
　請求項１記載の方法において、前記決定する工程は、前記治療領域アレイ内における位
置に基づいて前記複数の部位から部位を選択することにより、少なくとも部分的に達成さ
れるものである方法。
【請求項９】
　請求項１記載の方法において、前記決定する工程は、前記サブセットを決定する工程の
前に前記複数の部位のうちの少なくとも１部位に重み値を割り当てる工程を有する方法。
【請求項１０】
　請求項１記載の方法において、前記刺激する工程は、前記治療領域アレイ内での位置に
基づいて前記サブセットの前記部位の１若しくはそれ以上を順次刺激する工程を有する方
法。
【請求項１１】
　請求項１記載の方法において、前記刺激する工程は、活性値に基づいて前記サブセット
の前記部位の１若しくはそれ以上を順次刺激する工程を有する方法。
【請求項１２】
　請求項１記載の方法において、前記刺激する工程は、前記サブセットの前記部位の２若
しくはそれ以上を同時に刺激する工程を有する方法。
【請求項１３】
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　請求項１記載の方法において、さらに、
　前記治療領域アレイを１若しくはそれ以上のセグメントに分割する工程を有するもので
あり、前記決定する工程は前記サブセットに含まれる前記セグメント内の少なくとも１部
位を決定する工程を有する方法。
【請求項１４】
　システムであって、
　治療領域アレイ内の複数の部位の第１の活性値を測定するように動作可能な評価装置と
、
　前記装置から前記第１の活性値を受信し、刺激の対象となる前記複数の部位の第１のサ
ブセットを決定するように動作可能なコンピュータと、
　を有するシステム。
【請求項１５】
　請求項１４記載のシステムにおいて、前記評価装置は、さらに、前記第１のサブセット
を再スキャンして、前記第１の部位サブセット内の少なくとも１部位で第２の活性値を決
定するように動作可能であるシステム。
【請求項１６】
　請求項１５記載のシステムにおいて、前記コンピュータは、前記第２の活性値を受信し
、刺激の対象となる前記第１のサブセット内の第２のサブセットを決定するように動作可
能であるシステム。
【請求項１７】
　プロセッサによって実行されるソフトウェアを有する非一過性コンピュータ可読媒体で
あって、該ソフトウェアは、
　治療領域アレイの複数の部位の第１の活性値を受信し、
　前記第１の活性値に基づいて前記治療領域アレイの前記複数の部位から刺激の対象とな
る第１の部位サブセットを決定し、
　前記第１のサブセットの少なくとも１部位が電気刺激を受けた後に、前記第１のサブセ
ットの少なくとも１部位の第２の活性値を受信し、かつ
　前記第１の部位サブセットから刺激の対象となる第２の部位サブセットを決定するよう
に動作可能な、
　コンピュータ可読媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願は２０１１年１０月１９日に出願された先行出願仮特許出願第６１／６２７，８６
７号の利益を主張する。
【０００２】
　本開示は電極アレイで患者を治療する方法に関し、より具体的には電極アレイで患者を
治療する自動プロトコルに関する。
【背景技術】
【０００３】
　経皮神経刺激の一目的は皮膚上の比較的小さい好適な治療位置に十分な電気エネルギー
濃度を集中させることである。好適な治療位置とは通常、神経枝、トリガーポイント、鍼
治療つぼ等の位置であり、低相対インピーダンス点として確認される。
【０００４】
　低相対インピーダンス点の位置を確認する一手法では電極アレイを使用する。交互極性
対は個別に指定可能である。この方法は米国特許出願第２００８／００２７５０７号でＢ
ｉｊｅｌｉｃにより採用されている。作業員は電極の組み合わせを通り低相対インピーダ
ンス値をスキャンできる。低インピーダンス点が特定された後、作業員は特定された区域
を治療するため別の装置を使用しなければならない。所望の結果を得るにはスキャニング
と治療のプロセスを繰り返さなければならない。この手法を手作業で、または自動的に、
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遂行するには、時間とコストがかかる。
【０００５】
　他の先行装置および方法はこの問題に取り組んでいない。例えばＩｃｈｉｊｏは米国特
許第４，２３８，７２６号明細書で低インピーダンス点を電気的に決定する方法を説明し
ているが、手段としての電極構成の使用には言及していない。Ｍｏｌｉｎａ－Ｎｅｇｒｏ
らは米国特許第４，５４１，４３２号明細書で波形を用いた痛みの治療を説明しているが
、電極構成は考慮していない。Ｍａｔｏｓは米国特許出願第２００３／０２３３１２９号
でスキャニングと刺激の方法を説明しているが、相対的な電極のサイズと間隔は考慮して
いない。
【０００６】
　低インピーダンス点を特定するもうひとつの一般的方法では同心電極構成を使用する。
外側の電極は、それよりも小さい内側の「治療用」（ｔｒｅａｔｍｅｎｔ）電極よりかな
り大きい面積を有する。内側電極に対する外側電極の面積比は一般的に１．２／１乃至５
．０／１であり、電極間の間隔は小さい寸法で制御され、一般的には．４０インチに満た
ない。
【０００７】
　人体沿いに電極対を動かしながら内側および外側電極間でインピーダンス値を測定し記
録することにより、低インピーダンス点を特定でき、好適な治療位置を特定できる。これ
は米国特許第７，４８３，７３４号明細書でＣｏｌｔｈｕｒｓｔによって概説されている
。
【０００８】
　Ａｘｅｌｇａａｒｄは米国特許第６，０３８，４８５号明細書で電流分布の制御と電極
行列による電気パルスの誘導を説明している。Ａｘｅｌｇａａｒｄは個々の電極の間隔と
面積に取り組んでいるが、均等な間隔と均等な電極面積しか開示していない。Ｓｃｈｕｍ
ａｎｎは米国特許出願第２００７／０１０６３４２号でトリガーポイントをスキャンし特
定する手段を説明しており、間隔と皮膚伝導間の関係に言及している。ただしＳｃｈｕｍ
ａｎｎは異なる電極面積を特定の電極間の間隔と組み合わせることを教示していない。Ｓ
ｃｈｕｍａｎｎはまた、複数のスキャニングおよび治療サイクルで「痛みを追跡する」（
ｃｈａｓｉｎｇ　ｔｈｅ　ｐａｉｎ）ことを説明している。注目すべき点として、Ｂｉｊ
ｅｌｉｃは米国特許出願第２００８／００２７５０７号で単一の間隔と単一の寸法とを有
する電極のアレイを説明している。
【０００９】
　治療点が特定されたら、治療の目的でその点に電気エネルギーを印加できる。ただしこ
れは通常は手作業である。最適な治療点が変化する場合は新たな治療点を手作業で特定し
、新たな点に治療エネルギーを印加しなければならない。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　神経刺激装置とともに使用される治療プロトコルが提供される。望ましくは、治療プロ
トコルは無人治療を提供する。ただし、治療手順に含まれる工程が手作業で実行されても
よいことを理解されたい。
【００１１】
　治療点に治療エネルギーを印加すると、当該点の相対インピーダンス値が周囲の点に比
べて変化することが分かっている。このためユーザは患者の治療点を手作業で追跡（ｃｈ
ａｓｉｎｇ）することになる。患者の一般的な１箇所の痛みや他の疾患が、当該一般的な
箇所内の点に治療エネルギーを印加することで必ずしも良好に治療されないことも分かっ
ている。むしろ、患者が痛みを知覚する区域とは異なる区域内の点を治療することによっ
て良好な結果が得られることがある。例えば、顔面区域内の点を治療することによって背
痛が緩和されることがある。例えば、第１の生理的領域は相対インピーダンス点から成る
第１のセットを有し、それらの点のいずれか１点におけるインピーダンスの刺激は領域内
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の他の点の少なくとも１点の相対インピーダンス値に影響を及ぼす。第２の生理的領域は
相対インピーダンス点から成る第２のセットを有する。第１の領域内の１点の刺激は第２
の領域内の点の相対インピーダンスに影響を及ぼさない。ただし、第１の領域内の１点の
治療は第２の領域内の少なくとも１点のインピーダンス値に影響を及ぼす。したがって、
少なくとも１つのプロトコルの一部はある１つの領域を治療することで別の領域に影響を
及ぼす。他の例は、失われた右脚の幻肢痛を軽減するため左脚を治療すること、または下
肢の痛みを緩和するため背中を治療することを含み、ただしこれらに限定されない。少な
くとも一部の例示的プロトコルにおいて、２つの生理的領域間の繋がりは、１部位のイン
ピーダンス値の変化により隣接部位の相対インピーダンス値に及ぶ直接的影響による繋が
りではなく、中枢神経系による繋がりである。
【００１２】
　少なくとも一部の例示的実施形態によると、皮膚の治療部位は自動的に特定される。こ
れらの部位を過剰治療することなく効果的に治療するため、適量の治療エネルギーが部位
に集束される。
【００１３】
　一部の実施形態において、治療プロトコルは物理的電極と交互極性電極から成るアレイ
を採用し、電極の間隔は均等距離に保たれる。この距離は望ましくは．４０インチ未満で
あり、治療電極と囲繞する反対極性電極との相対面積は望ましくは少なくとも１．２／１
の比である。一部の実施形態において、相対面積の範囲は約１．２／１乃至約５．０／１
である。換言すると、低電圧電極（または仮想電極対の一部を成す電極部分）と比べた高
電圧電極（または仮想電極対の一部を成す電極部分）の相対面積は、望ましくは約１．２
／１乃至約５．０／１の範囲内である。ただし電極、仮想電極対、および／または電極ノ
ードの極性と相対面積は治療目的に応じて逆にできることを理解されたい。
【００１４】
　最大のエネルギーは最低インピーダンス点に置かれた電極によって送達されるため、か
かる電極アレイはオームの法則により好適な治療位置で最適な治療電極を「自己選択」（
ｓｅｌｆ－ｓｅｌｅｃｔｓ）する。また、アレイはアレイ内の適切な部位へ治療エネルギ
ーを「自己誘導」（ｓｅｌｆ－ｄｉｒｅｃｔｓ）する。したがってスキャニングと治療は
自動的かつ同時に遂行される。これは治療プロトコルで使用できる装置の一例に過ぎず、
他の神経刺激装置も使用できることを理解されたい。
【００１５】
　電極アレイ装置は、望ましくは、本来ならば手作業を自動化する治療プロトコルとの関
連で使用される。一例示的実施形態では神経刺激の方法が提供される。該方法は、複数の
部位を有する第１の治療領域アレイを設定する工程を含む。該方法はまた、治療領域アレ
イの前記複数の部位をスキャンして、当該複数の部位の各々の活性値を決定する工程を含
む。該方法はまた、前記活性値に基づいて、前記治療領域アレイの前記複数の部位の第１
のサブセットを決定する工程を含む。該方法はまた、前記第１の部位サブセット内の各部
位を刺激する工程を含む。
【００１６】
　別の例示的実施形態ではシステムが提供される。該システムは、治療領域アレイ内の複
数の部位の第１の活性値を測定するように動作可能な評価装置を含む。該システムはまた
、前記装置から前記第１の活性値を受信し、刺激の対象となる前記複数の部位の第１のサ
ブセットを決定するように動作可能なコンピュータを含む。
【００１７】
　別の例示的実施形態ではプロセッサによって実行されるソフトウェアを含む非一過性コ
ンピュータ可読媒体が提供される。該ソフトウェアは、治療領域アレイの複数の部位の第
１の活性値を受信するように動作可能である。該ソフトウェアはまた、前記第１の活性値
に基づいて前記治療領域アレイの前記複数の部位から刺激の対象となる第１の部位サブセ
ットを決定するように動作可能である。該ソフトウェアはまた、前記第１のサブセットの
少なくとも１部位が電気刺激を受けた後に、前記第１のサブセットの少なくとも１部位の
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第２の活性値を受信するように動作可能である。該ソフトウェアはまた、前記第１の部位
サブセットから刺激の対象となる第２の部位サブセットを決定するように動作可能である
。
【００１８】
　これらの実施形態の１若しくはそれ以上は、下記利点の一部または全部を提供してよく
、あるいは下記利点のいずれも提供しなくてよい。ひとつの利点は、少なくとも一部の人
手による評価および治療工程が自動化されることである。もうひとつの利点は、一般的な
システムでは必要とされる、電極からユーザまたは追加的システム構成要素へ至るフィー
ドバックの少なくとも一部を省略して、少なくとも一部の評価および治療工程を達成でき
ることである。
【００１９】
　本開示とその特徴をより良く理解するため、これより添付の図面と併せて以下の説明を
参照する。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】図１は、一例示的実施形態により例示的プロトコルを図示するフローチャートで
ある。
【図２】図２は、一例示的実施形態により生理的領域に関連付けられた治療領域アレイの
相対インピーダンス値の評価を図示するスクリーンショットである。
【図３】図３は、一例示的実施形態により生理的領域に関連付けられた治療領域アレイを
図示するスクリーンショットである。
【図４】図４は、一例示的実施形態により治療領域アレイに関連付けられた第１のセグメ
ントの評価を図示するスクリーンショットである。
【図５】図５は、一例示的実施形態により治療領域アレイの第２のセグメントの評価を図
示するスクリーンショットである。
【図６】図６は、一例示的実施形態により治療プロトコルの１工程における治療領域アレ
イ内の部位の評価を図示するスクリーンショットである。
【図７】図７は、一例示的実施形態により治療領域アレイ内の特定部位の特定を図示する
スクリーンショットである。
【図８】図８は、一例示的実施形態により治療領域アレイ内の特定部位の評価を図示する
スクリーンショットである。
【図９】図９は、一例示的実施形態により治療領域アレイ内の一次活性部位の特定および
治療を図示するスクリーンショットである。
【図１０】図１０は、一例示的実施形態により少なくとも１つのプロトコルの一部に使用
できるチャートを図示するスクリーンショットである。
【図１１】図１１は、一例示的実施形態による顔面領域に関連付けられた治療領域アレイ
のスクリーンショットである。
【図１２】図１２は、一例示的実施形態により顔面領域に関連付けられた治療領域アレイ
の１セグメントの評価を図示するスクリーンショットである。
【図１３】図１３は、一例示的実施形態により顔面領域に関連付けられた治療領域アレイ
内の全部位の評価を図示するスクリーンショットである。
【図１４】図１４は、一例示的実施形態により治療領域アレイのセグメント内の活性部位
の治療を図示するスクリーンショットである。
【図１５】図１５は、一例示的実施形態により少なくとも１つのプロトコルの結果の解釈
を図示するスクリーンショットである。
【図１６】図１６は、一例示的実施形態により少なくとも１つのプロトコルを遂行するシ
ステムを図示するブロック図である。
【図１７】図１７は、一例示的実施形態により少なくとも１つのプロトコルを遂行する計
算プラットフォームを図示するブロック図である。
【図１８】図１８は、一例示的実施形態により少なくとも１つのプロトコルを遂行するネ
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ットワークを図示するブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　一部の実施形態は神経刺激治療手順を自動化する治療プロトコルを提供する。一部の例
において、プロトコルは反復手順であり、まずは相対インピーダンス値に基づき治療点が
特定され、次に治療エネルギーの印加により治療点が治療される。その後点は再スキャン
され、点のサブセットは再治療される。一部の他の例示的プロトコルは、痛みを被ってい
る生理的領域とは異なる生理的治療領域を特定する工程を含む。
【００２２】
　図１は例示的治療プロトコルを図示するフローチャートである。これは一例に過ぎず、
一部の工程は修正、追加、または削除でき、また一部の工程の順序は変更できることを理
解されたい。これらの修正は本開示の範囲内にあり、当業者の知識の及ぶところである。
また、フローチャートと本書の他所で使われる用語が制限を目的とするものではないこと
を理解されたい。
【００２３】
　図１に示すように、神経刺激プロトコルのための方法１００が提供される。少なくとも
１つの実施形態では、患者の生理的領域に関連付けられた痛み等の疾患を治療する状況で
プロトコルが遂行される。本書で図示される一部の例において、この領域はヒトの背中ま
たは顏である。ただし本発明はこれらに限定されない。本書で説明されるプロトコルは他
の生理的領域に、かつ他の患者（例えば動物）に、かつ他の状況に、適用されてよい。例
えばヒト患者の場合、例示的プロトコルは第１の生理的領域（例えば背中）に適用されて
よい。一部の実施形態では、方法の前段階として、または方法の一部として、生理的領域
が目標区域または点の配列に分割される。用語「目標区域または点」が制限するものでは
ないことを理解されたい。配列の各部が配列によって覆われる全体区域の一部である限り
は、配列の分割された小区域はどのような形状であってもよい。また、配列は評価され治
療される生理的領域全体を必ずしも包囲するとは限らない。
【００２４】
　方法１００は第１の工程１０１を有し、該第１の工程１０１はプロトコルを実行するよ
うに動作可能なシステムの電源を入れる工程を有する。かかるシステムは本書の他所で説
明される。工程１０２によると、患者の生理学的領域の評価および治療に関連付けられた
所定の快適レベルにエネルギー源の強度がプリセットされる。工程１０３によると、治療
領域アレイの小区分がスキャンされる。治療領域アレイは、評価および／または治療され
る生理学的領域に関連付けられたより大きな区域を小成分に分割したものである。スキャ
ニングは、スキャンされる小区分の中で複数の低インピーダンス点を決定するため実行さ
れる。用語「点（ｐｏｉｎｔ）」が、例えば相対的測定値によって決定される、治療また
は測定の対象となる特定の点を指すことを理解されたい。本書では「部位（ｓｉｔｅ）」
が「点」と互換的に使用されることがある。ただし「部位」は特定の状況において治療領
域アレイ内の小区域を指す。望ましくは、スキャニングはスキャンプリセットによって達
成され、スキャンプリセットのために評価または治療される区域、小成分、点等には連続
パルス周波エネルギーが送達される。
【００２５】
　一部の実施形態において、スキャニングは所望のエネルギーを送達するように動作可能
な装置によって遂行される。これは例えばエネルギー源へ接続された手持ち型装置であっ
てよい。装置はまた計算装置へ接続されてよく、該計算装置は装置から情報を受信し、情
報を蓄積し、情報を操作し、かつプロトコルの少なくとも一部の工程を自動的に遂行する
ように動作可能である。装置はまた、例えば電極アレイ装置であってよく、該電極アレイ
装置は生理学的領域に宛がわれて当該領域を少なくとも部分的には覆う。かかる状況では
、各電極ノードまたは仮想ノードが治療領域アレイの小成分のいずれか１つに対応するの
が望ましい。換言すると、電極または電極ノードのアレイは治療領域アレイを画定してよ
い。
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【００２６】
　少なくとも一部の実施形態において、治療領域アレイ小成分は低インピーダンス値区域
を治療せずに特定しやすい特性を有する送達エネルギー源によりスキャンされる。ただし
、送達されるエネルギーの量（または種類）にほぼ関わりなく所与の点の相対インピーダ
ンス値が変動する可能性があることを理解されたい。少なくとも一部の実施形態において
、低インピーダンス点をスキャンすることは、１若しくはそれ以上の隣接または周囲点ま
たは小成分に比べて低いインピーダンスを有する小成分をスキャンすることを意味する。
【００２７】
　残りの説明から明らかになるように、少なくとも一部の実施形態において、「活性値」
は、その点に印加されるエネルギーの波形に対する皮膚インピーダンスの影響の客観的尺
度を指す。活性値は皮膚の異なる点間の組織インピーダンスの相対的尺度を提供するため
使用されてよい。高活性値は、低インピーダンス値または部位を、すなわち治療を施すべ
き場所を、指示するため使用されてよい。「点刺激」（ｐｏｉｎｔ　ｓｔｉｍｕｌａｔｉ
ｏｎまたはｐｏｉｎｔ　ｓｔｉｍ）は痛みおよび／または低インピーダンスの特定の区域
の治療を指す。点刺激が完了したら「点刺激値」（ｐｏｉｎｔ　ｓｔｉｍｕｌａｔｉｏｎ
　ｖａｌｕｅ）が評価されてよい。場合によっては、活性値が比較的高い部位は比較的低
い皮膚インピーダンスを指示する。場合によっては、点刺激値は二次活性値を示す。本書
の説明はまた、「多刺激」（ｍｕｌｔｉ－ｓｔｉｍ）のコンセプトを反映する。「多刺激
」は１つの治療点へ送達される一連の点刺激を指す。
【００２８】
　工程１０４によると、低インピーダンスを有する点または区域を特定するため、配列の
さらなる小区分がスキャンされる。少なくとも一部の実施形態では、所定数の低インピー
ダンス点が設定される。全ての小区分をスキャンする前にその数に達する場合は、さらな
る小区分がスキャンされるときに、低インピーダンスを有する点がスキャン済み小区分で
高インピーダンスを有する点に取って代わる。望ましくは、手順のこの部分で治療領域ア
レイ全体の全ての小区分または小成分がスキャンされる。
【００２９】
　工程１０５によると、目標プリセットが選択される。目標プリセットは可変周波数を有
する送達エネルギー信号に関連する。工程１０５ではまた、工程１０２で予め設定された
快適レベルに見合った強度値を設定することが望まれる。
【００３０】
　工程１０６によると、予め特定された低インピーダンス点へ目標刺激（例えば工程１０
５で選択および／または設定された治療エネルギー）が送達される。一部の実施形態にお
いて、治療エネルギーは、区域内での地理的配置に従い、または予め確認された相対イン
ピーダンス値に従い、または他の何らかの基準に従い、順次送達される。別の実施形態に
おいて、治療エネルギーは１若しくはそれ以上の第１の点へ送達されてよく、その後１若
しくはそれ以上の第２の点へ送達されてよい。点のセットは上述した順序であってよく、
あるいは無作為に選択される順序であってよい。さらに別の実施形態において、特定され
た低インピーダンス点の２若しくはそれ以上（または全て）は同時に治療されてよい。
【００３１】
　工程１０７によると、新たな相対インピーダンス値を決定するため、工程１０６で治療
された低インピーダンス点が（工程１０３、１０４と同様に）再スキャンされる。これは
、治療工程１０７が治療されるスポットの相対インピーダンスに影響を与えるから行われ
る。
【００３２】
　工程１０８では、低インピーダンス点のサブセットが（工程１０６と同様に）再び治療
される。このサブセットは任意の数の適当な基準に従って決定できる。一態様によると、
所定パーセンテージが設定され、この工程で治療される低インピーダンス点の数は治療済
み点の所定パーセンテージである。このパーセンテージに達するまでは正確な点が無作為
に選択されてよい。あるいは、さらなる選択基準が採用されてもよい。例えばパーセンテ
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ージが５０％の場合は、最低インピーダンス値（再スキャン工程１０７で測定）を有する
５０％が治療されてよい。地理的配置に基づく優先権を含む他の基準が使用されてもよい
。例えば、特定のスポットに近接する点は、または特定のスポットから一定の距離内にあ
る点は、重み付け優先権を受け取ってよい。特定のスポットは、例えば痛みが知覚される
スポットであってよく、あるいは最初の活性値が最も高いスポットであってよい。別の代
替実施形態では、幾つかの最高活性（高活性値）点が選択される。以降の工程では、目標
点のパーセンテージまたは数が１点まで減らされてよい。
【００３３】
　工程１０９では、こうして治療された点が再スキャンされる。工程１１０では、工程１
０９で再スキャンされた点のサブセットが治療される。工程１１１および１１２では、望
ましくは１つの最低インピーダンス点が確認されるまで再スキャンと再治療の工程が繰り
返される。この点は再び治療されてよい（明確に図示せず）。尚、図１に図示された再治
療工程はスキャン済み（または再スキャン済み）点の半分を再治療する工程を含み、この
半分は最低インピーダンス値が再確認された（例えば高活性値が再確認された）点に相当
する。これは一例に過ぎず、前述したように、治療または再治療を受ける低インピーダン
ス点の数とその特定の点を決定するため別の基準が使用されてよい。
【００３４】
　工程１１３では手順が終了し、システムの電源が切られる。尚、この時点で本書で説明
される他のプロトコル、方法、または工程が実行または再実行されてもよい。例えば、背
中に関連付けられた治療領域アレイを評価し治療（または再治療）した後には、知覚され
る背痛のため顔面治療アレイ領域を評価および治療することを含むプロトコルが実行され
てよい。
【００３５】
　図２乃至１６は背痛に関連付けられた治療アレイ領域を図示する。やはり、これは専ら
例の目的で提示されており、本書で開示および説明される種々実施形態の範囲を制限する
ものではないことに注意されたい。これらの特徴は図１との関係で説明されたプロトコル
に関わる一部の態様と幾つかの追加的および／または修正態様を図示するものである。図
２～１６は、１若しくはそれ以上の追加的例示的実施形態に従い本書で説明される機能を
提供できるソフトウェアプログラムおよび／またはグラフィカル・ユーザ・インターフェ
イス（Ｇｒａｐｈｉｃａｌ　Ｕｓｅｒ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ：ＧＵＩ）に関連する可能性
のあるワイヤーフレームまたはスクリーンショットに相当し得ることにも注意されたい。
【００３６】
　図２は生理学的領域２１を図示するものであり、この例における生理学的領域２１は患
者の背中である。治療領域アレイ２５も図示されている。配列が３×１４配列であること
が見てとれるが、異なる寸法を有する配列が使用されてもよい。この例には１４の行と３
つの列がある。値２３は背中の特定区域に関連付けられたスポットの例示的活性値を表す
。したがって、項目２３は配列の特定小成分を表すものとみなすこともできる。破線の枠
２２は配列のセグメントまたは小区分を表す。セグメントまたは小区分は異なる構成を有
してよく、異なる数の小成分を含んでよいことを理解されたい。図２に図示された様々な
値は活性値を表す。一部の点に２つまたは３つの値があることが分かる。例えば値４２は
、その点が最初に評価され治療された後の二次測定値である。したがって２つの値を有す
る点はいずれも、例えば図１との関係で説明された反復手順で二次測定が行われた点であ
る。それらの特定の点は治療された後に再評価された。第３の値を有する点は２回目の治
療がされ３回目の評価がされた、などである。尚、一次評価、二次評価等を行うことによ
って形成される配列は、本書で説明される自動プロトコルの一部として使用されてよく、
あるいは治療区域を決定する初期評価手段として使用されてよく、この治療区域には追加
的プロトコル配列が設定されてよい。
【００３７】
　図３は患者の背中を生理学的領域とする別の図である。治療領域アレイは実際の格子３
１に分割されているものとして示されている。格子３１によって画定される１若しくはそ
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れ以上の区画３２で活性値が測定される。生理学的領域上の印３３も図示されている。こ
れらの印は治療および／または活性測定を目的とする電極目標配置を表している。活性値
および／または点刺激値の記録に使用できる文書格子３４も図示されている。望ましくは
、文書格子３４は治療領域アレイの格子３１の区画３２に数と向きが一致するデータ入力
欄を有する。
【００３８】
　図４は同じ生理学的領域を図示している。項目４１は治療領域アレイの第１のセグメン
ト（または小区分）を図示するものである。したがってこれは前に説明した１４行のいず
れか１行である。スキャニング工程（あるいは場合によっては再スキャニング工程のいず
れか１工程）では、配列の特定小成分に関連付けられた活性値を決定するため、セグメン
ト４１を構成する３つの点がスキャンされる。値は破線の枠４２で表されており、ここで
セグメントの活性値が左から右に２４、２５、および３６であることが分かる。治療工程
の１若しくはそれ以上では、セグメント４１の右端点４４（値３６を有する点）が治療さ
れる。治療済みのセグメント点（この例では点４４）は新たな活性値を確認するため再ス
キャンされる。この例で新たな値は４９と表示されており、これは点４４に関連付けられ
た二次値であり、破線の枠４３内に示されている。活性値は任意の適当な単位であってよ
く、あるいは単位がなくてもよいことを理解されたい。
【００３９】
　図５は、第２のセグメント５１に関連付けられた３つの点でのスキャニングと活性値の
測定を図示している。破線の枠５２はこの評価に関連付けられた値を図示している。中央
の値が最も高いことが分かる。したがって、セグメント内のその点に点刺激（すなわち治
療）が施される。その点の新たな活性値は５４であり、破線の枠５３内に示されている。
【００４０】
　図６は、各セグメントの各点で活性値が測定され、各セグメントで値が最も高い点が点
刺激治療を受け、かつ点刺激を受けた点で新たな活性値が確認された後の治療領域アレイ
全体を図示している。
【００４１】
　図７は、本書で説明される１若しくはそれ以上のプロトコルに組み込むことができる別
の態様を図示している。手順のこの時点では配列内で３つの最高活性部位が決定される。
部位７１、７２、および７３の第２の値はそれぞれ５６、６７、および５６であり、これ
らが配列の部位の中で最も高い３つの値であることが分かる。３つの最高活性部位の選択
は一例であり、これよりも多い、または少ない数の最高活性部位が決定されてもよいこと
を理解されたい。この図はまた、３つの最高活性部位に第２の点刺激を施すコンセプトを
図示している。
【００４２】
　図８は図７で第２の点刺激を施した後の３つの部位の追加評価を図示している。それぞ
れの値は６７、５８、および５４である。この図はまた、ただ１つの最高活性部位（例え
ば最も高い活性値を有する部位）を決定するコンセプトを図示しており、これは部位７１
である。図８および９はこの部位を治療エネルギーで治療する過程を図示している。少な
くとも１つの例示的実施形態において、治療エネルギーは約１分間送達される。望ましく
は、治療エネルギーは所望の治療効果を達成するため予め決められたエネルギーレベル、
波形、周波数等である。
【００４３】
　少なくとも一部の実施形態において、「活性値」（ａｃｔｉｖｉｔｙ　ｒｅａｄｉｎｇ
）は、その点に印加されるエネルギーの波形に対する皮膚インピーダンスの影響の客観的
尺度を指す。活性値は皮膚の異なる点間の組織インピーダンスの相対的尺度を提供するた
め使用されてよい。高活性値は治療を施すべき場所を指示するため使用されてよい。「点
刺激」（ｐｏｉｎｔ　ｓｔｉｍｕｌａｔｉｏｎまたはｐｏｉｎｔ　ｓｔｉｍ）は痛みおよ
び／または低インピーダンスの特定区域の治療を指す。点刺激が完了したら「点刺激値」
（ｐｏｉｎｔ　ｓｔｉｍｕｌａｔｉｏｎ　ｖａｌｕｅ）が評価されてよい。場合によって
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は、活性値が比較的高い部位は比較的低い皮膚インピーダンスを指示する。場合によって
は、点刺激値は二次活性値を示す。上の説明はまた、「多刺激」（ｍｕｌｔｉ－ｓｔｉｍ
）のコンセプトを反映する。「多刺激」は１つの治療点へ送達される一連の点刺激を指す
。
【００４４】
　図１０は治療プロトコル実行格子１０１を図示している。格子１０１は少なくとも１つ
の例示的実施形態の治療領域アレイ評価手順を示している。第１の評価測定は配列内の全
部位で行われる。これは左上の枠に示されている。配列の各セグメントで最高活性部位（
例えば最も高い活性値を有する部位）に点刺激が施されることが分かる。その後これらの
部位は再評価される。その後配列全体で３つの最高活性部位が決定され、第２の点刺激を
受ける。その後これらの３点は再評価される。その後最高活性部位が決定され、治療され
る。
【００４５】
　図１１は顔面領域の評価と治療を図示している。既に述べたように、このプロトコルは
顔面領域で知覚される痛みに有用であってよい。ただしこれは、（例えば）背中等、他の
領域で知覚される痛みに有用であってもよい。図示された例で選択されている部位１１２
は三叉神経点と呼ばれてよい。部位１１２は治療領域アレイ１１１を形成する。
【００４６】
　図１２は既に説明された手順に類似する手順を図示している。活性値（ＡＲ）を引き出
すため配列のセグメントがスキャンされる。活性値はそれぞれの部位の相対インピーダン
スの尺度となる。したがって、破線の枠１２３は配列の下セグメントの活性値を示してお
り、値はそれぞれ（左から右に）２４および３６オームである。５９オームの値は点刺激
が施された後の右端部位の二次値を表している。既に説明されたプロトコルと同様、点刺
激はセグメントの２つの部位で最も高い活性値を有する右端部位に施された。
【００４７】
　図１３は、残りのセグメントをスキャンした結果と、各セグメントで最高活性値を有す
るそれぞれの部位に点刺激が送達された後に各セグメント内の部位を再スキャンした結果
を図示している。図１４は、配列内で最高活性値を有する部位の特定と当該部位の治療を
図示している。治療エネルギーは２分間送達されるプリセットエネルギーレベルとして示
されている。プリセット量は治療目的に適した任意の適切なエネルギーレベルであってよ
い。治療信号の送達時間も治療目的に応じて変えてよい。
【００４８】
　図１５は評価、活性値、点刺激、および／または治療の結果の解釈を図示する。この例
では背中の胸部で一次部位が特定されている。
【００４９】
　図１５はまた、治療プロトコルの追跡記録に使用できるチャートを図示している。この
チャートは客観的に特定される区域と主観的に特定される区域の治療を示している。客観
的に特定される区域は、既に説明されたように評価プロトコルのときに特定される区域を
含む。主観的に特定される区域は、点刺激および／または治療を含む神経刺激エネルギー
の印加に対する患者の反応によって特定される区域を含む。
【００５０】
　図１６は本書の他所で説明されているプロトコルの１若しくはそれ以上を実行する例示
的システム１６０を図示している。システム１６０はネットワーク１６３によって互いに
接続されたユーザ１６１と、評価装置１６２と、計算プラットフォーム１６４とを含む。
この図は、ユーザ１６１、評価装置１６２、治療装置１６５、計算プラットフォーム１６
４、およびネットワーク１６３から成る特定の構成を図示しているが、本開示はこれらの
要素から成る任意の適当な構成を予期する。また、この図は一定数の各要素を図示してい
るが、本開示は任意の適当数の要素を予期する。
【００５１】
　特定の実施形態において、計算プラットフォーム１６４は、様々なアプリケーションを
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、例えば評価および治療アプリケーションを、ホストできるネットワークアドレス指定可
能計算システムであってよい。計算プラットフォーム１６４は情報を、例えば活性値およ
び　または相対インピーダンス測定値、治療領域アレイ構成データ、配列部位情報、点刺
激送達、および治療エネルギー送達を、生成、蓄積、受信、および送信してよい。計算プ
ラットフォーム１６４は、システム１６０の他の構成要素によって直接的に、またはネッ
トワーク１６３経由で、アクセスされてよい。
【００５２】
　本開示は任意の適当なネットワーク１６３を予期する。制限の目的ではなく一例として
、ネットワーク１６３の１若しくはそれ以上の部分は、アド・ホック・ネットワーク、イ
ントラネット、エクストラネット、仮想プライベートネットワーク（Ｖｉｒｔｕａｌ　Ｐ
ｒｉｖａｔｅ　Ｎｅｔｗｏｒｋ：ＶＰＮ）、ローカル・エリア・ネットワーク（Ｌｏｃａ
ｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ：ＬＡＮ）、無線ＬＡＮ（Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ＬＡＮ：Ｗ
ＬＡＮ）、ワイド・エリア・ネットワーク（Ｗｉｄｅ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ：ＷＡ
Ｎ）、無線ＷＡＮ（Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ＷＡＮ：ＷＷ　ＡＮ）、メトロポリタン・エリア
・ネットワーク（Ｍｅｔｒｏｐｏｌｉｔａｎ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ：ＭＡＮ）、イ
ンターネットの一部分、公衆交換電話網（Ｐｕｂｌｉｃ　Ｓｗｉｔｃｈｅｄ　Ｔｅｌｅｐ
ｈｏｎｅ　Ｎｅｔｗｏｒｋ：ＰＳＴＮ）の一部分、携帯電話網、またはこれらの２若しく
はそれ以上の組み合わせを含んでよい。ネットワーク１６３は１若しくはそれ以上のネッ
トワーク１６３を含んでよい。
【００５３】
　接続１６６は、評価装置１６２、治療装置１６５、および計算プラットフォーム１６４
を、ネットワーク１６３へ、および／または互いに、接続してよい。本開示は任意の適当
な接続１６６を予期する。特定の実施形態において、１若しくはそれ以上の接続１６６は
、１若しくはそれ以上の有線接続（例えばデジタル加入者回線（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｕｂ
ｓｃｒｉｂｅｒ　Ｌｉｎｅ：ＤＳＬ）またはデータ・オーバー・ケーブル・サービス・イ
ンターフェイス仕様（Ｄａｔａ　Ｏｖｅｒ　Ｃａｂｌｅ　Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｉｎｔｅｒｆ
ａｃｅ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ：ＤＯＣＳＩＳ））、無線接続（例えばＷｉ－Ｆｉ
またはワールドワイド・インターオペラビリティ・フォー・マイクロウェーブ・アクセス
（Ｗｏｒｌｄｗｉｄｅ　Ｉｎｔｅｒｏｐｅｒａｂｉｌｉｔｙ　ｆｏｒ　Ｍｉｃｒｏｗａｖ
ｅ　Ａｃｃｅｓｓ：ＷｉＭＡＸ））、または光接続（例えば同期光ネットワーク（Ｓｙｎ
ｃｈｒｏｎｏｕｓ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｎｅｔｗｏｒｋ：ＳＯＮＥＴ）または同期デジタル
階層（Ｓｙｎｃｈｒｏｎｏｕｓ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｈｉｅｒａｒｃｈｙ：ＳＤＨ））を含
む。特定の実施形態において、１若しくはそれ以上の接続１６６は、アド・ホック・ネッ
トワーク、イントラネット、エクストラネット、ＶＰＮ、ＬＡＮ、ＷＬＡＮ、ＷＡＮ、Ｗ
ＷＡＮ、ＭＡＮ、インターネットの一部分、ＰＳＴＮの一部分、携帯電話網、他の接続１
６６、または２若しくはそれ以上のかかる接続１６６の組み合わせを各々含む。接続１６
６は必ずしもシステム１６０全体を通じて同じである必要はない。１若しくはそれ以上の
第１の接続１６６は１若しくはそれ以上の点において１若しくはそれ以上の第２の接続１
６６と異なってよい。
【００５４】
　種々構成要素は、例えば評価装置１６２と治療装置１６５は、コンピュータ、プリンタ
、ディスプレイ、ユーザインターフェイス、およびネットワークインターフェイス（明確
に図示せず）を含んでよい。
【００５５】
　プリンタは、任意の適当な種類のプリンタを、例えばドット・マトリックス・プリンタ
、インク・ジェット・プリンタ、ソリッド・インク・プリンタ、染料昇華型プリンタ、レ
ーザプリンタ、感熱式プリンタ、他の適当なプリンタ、または２若しくはそれ以上のかか
るプリンタを、含んでよい。プリンタは任意の適当な媒体に、例えばシート紙、プリンタ
紙、プロッタ紙、写真紙、紙ロール、プリンタ・ラベル・ロール、ラベルシート、箱、包
み、他の適当な媒体、または２若しくはそれ以上のかかる媒体に、印刷してよい。制限の
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目的ではなく一例として、プリンタは料金別納郵便証（例えば郵便切手）を印刷するため
使用されてよい。制限の目的ではなくもう１つの例として、プリンタはラベルプリンタと
して使用されてよい。制限の目的ではなくもう１つの例として、プリンタは標準プリンタ
として使用されてよい。プリンタは本書で言及されるチャートや他の画像のいずれかを印
刷する働きをしてよい。
【００５６】
　ネットワークインターフェイスは任意の適当な種類のネットワークインターフェイスを
、例えば無線またはＥｔｈｅｒｎｅｔ（登録商標）方式のネットワークインターフェイス
を、含んでよい。構成要素のいずれかは任意の適当な接続を経由して、例えば接続１６６
を経由して、他の構成要素またはシステムと接続するため、ネットワークインターフェイ
スを使用してよい。
【００５７】
　特定の実施形態において、システム１６０の種々構成要素は任意の適当な電源によって
給電されてよい。これらは例えば外部電源（例えばＡＣまたはＤＣ電源出力）または内部
電源（例えば再充電可能または再充電不能電池）を含んでよい。
【００５８】
　特定の実施形態において、種々システム構成要素は１若しくはそれ以上のディスプレイ
を含んでよい。ディスプレイは、種々構成要素のいずれかに対する入力に基づき、または
種々構成要素のいずれかからの出力に基づき、１若しくはそれ以上のユーザに対し表現、
可視化、表示、伝達、発表してよい。入力と出力は任意の適当な接続によりディスプレイ
へ伝送できる。ディスプレイはユーザとディスプレイ間の通信を可能にできる任意の適当
なＩ／Ｏ装置を含んでよい。制限の目的ではなく一例として、ディスプレイは、ビデオモ
ニタ、スピーカ、タッチスクリーン、プリンタ、他の適当なＩ／Ｏ装置、またはこれらの
２若しくはそれ以上の組み合わせを含んでよい。
【００５９】
　特定の実施形態において、種々システム構成要素は１若しくはそれ以上のユーザからデ
ィスプレイを通じてユーザ入力を受け取ってよい。制限の目的ではなく一例として、ディ
スプレイはある種のタッチスクリーンであってよく、例えば抵抗膜式タッチスクリーン、
容量式タッチスクリーン、赤外線タッチスクリーン、または他の適当な種類のタッチスク
リーンであってよい。ユーザはディスプレイをクリックすることにより、ディスプレイに
触れることにより、または別の方法でディスプレイとやり取りすることにより、コマンド
を選択および入力してよく、かつ他の操作を遂行してよい。制限の目的ではなく一例とし
て、構成要素は、キーボード、キーパッド、マイクロフォン、モニタ、マウス、プリンタ
、スケール、スキャナ、スピーカ、スチルカメラ、スタイラス、タブレット、トラックボ
ール、ビデオカメラ、他の適当なＩ／Ｏ装置、またはこれらの２若しくはそれ以上の組み
合わせにより、ユーザ入力を受け取ってよい。制限の目的ではなくもう１つの例として、
構成要素は周辺Ｉ／Ｏ装置により、例えば取外可能なキーボード、キーパッド、マイクロ
フォン、モニタ、マウス、プリンタ、スケール、スキャナ、スピーカ、スチルカメラ、ス
タイラス、タブレット、トラックボール、ビデオカメラ、他の適当なＩ／Ｏ装置、または
これらの２若しくはそれ以上の組み合わせにより、ユーザ入力を受け取ってよい。
【００６０】
　特定の実施形態において、種々システム構成要素は１若しくはそれ以上のユーザからデ
ィスプレイに表示されたユーザインターフェイスを通じてユーザ入力を受け取ってよい。
制限の目的ではなく一例として、ユーザインターフェイスは１若しくはそれ以上のユーザ
がそれぞれのシステム構成要素とやり取りすることを可能にするグラフィック・ユーザ・
インターフェイスであってよい。ユーザはユーザインターフェイスをクリックすることに
より、ユーザインターフェイスに触れることにより、または別の方法でユーザインターフ
ェイスとやり取りすることにより、それぞれのシステム構成要素へ入力を提供してよい。
ユーザインターフェイスは任意の適当なプログラムまたはアプリケーションによって生成
されてよい。制限の目的ではなく一例として、ユーザインターフェイスは構造化された文
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書の中で提供されてよく、それぞれのシステム構成要素のブラウザクライアントによって
処理されてよい。ユーザはブラウザクライアントや他のアプリケーションを使用し、ネッ
トワーク（例えばネットワーク１６３）を介してユーザインターフェイスにアクセスでき
る。ユーザがシステム構成要素のいずれか１つに、サードパーティウェブサイトに、アク
セスすると、またはシステム構成要素のいずれか１つでアプリケーションを実行するのに
応じ、ユーザインターフェイスが自動的に生成され、ユーザに提示されてよい。制限の目
的ではなくもう１つの例として、ユーザインターフェイスはそれぞれのシステム構成要素
でホストされる専用クライアントアプリケーションによって提供されてよい。
【００６１】
　図１７は例示的コンピュータシステム１７０を図示している。特定の実施形態において
、１若しくはそれ以上のコンピュータシステム１７０は本書で説明または図示される１若
しくはそれ以上の方法の１若しくはそれ以上の工程を遂行する。特定の実施形態において
、１若しくはそれ以上のコンピュータシステム１７０は本書で説明または図示される機能
を提供する。特定の実施形態において、１若しくはそれ以上のコンピュータシステム１７
０で実行するソフトウェアは、本書で説明または図示される１若しくはそれ以上の方法の
１若しくはそれ以上の工程を遂行し、あるいは本書で説明または図示される機能を提供す
る。特定の実施形態は１若しくはそれ以上のコンピュータシステム１７０の１若しくはそ
れ以上の部分を含む。
【００６２】
　本開示は任意の適当数のコンピュータシステム１７０を予期する。本開示は任意の適当
な物理的形態をとるコンピュータシステム１７０を予期する。制限の目的ではなく一例と
して、コンピュータシステム１７０は、組み込み型コンピュータシステム、システム・オ
ン・チップ（Ｓｙｓｔｅｍ－Ｏｎ－Ｃｈｉｐ：ＳＯＣ）、シングル・ボード・コンピュー
タ・システム（Ｓｉｎｇｌｅ－Ｂｏａｒｄ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ：ＳＢＣ）（例えばコンピ
ュータ・オン・モジュール（Ｃｏｍｐｕｔｅｒ－Ｏｎ－Ｍｏｄｕｌｅ：ＣＯＭ）またはシ
ステム・オン・モジュール（Ｓｙｓｔｅｍ－Ｏｎ－Ｍｏｄｕｌｅ：ＳＯＭ））、デスクト
ップ・コンピュータ・システム、ラップトップまたはノートブック・コンピュータ・シス
テム、インタラクティブキオスク、メインフレーム、コンピュータシステムのメッシュ、
携帯電話機、個人用デジタル補助装置（Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ａｓｓｉｓ
ｔａｎｔ：ＰＤＡ）、サーバ、タブレット・コンピュータ・システム、またはこれらの２
若しくはそれ以上の組み合わせであってよい。必要に応じ、コンピュータシステム１７０
は１若しくはそれ以上のコンピュータシステム１７０を含んでよく、単一または分散型で
あってよく、複数の場所にまたがってよく、複数の機械にまたがってよく、複数のデータ
センターにまたがってよく、あるいはクラウド内に位置してよく、該クラウドは１若しく
はそれ以上のネットワークに１若しくはそれ以上のクラウドコンポーネントを含んでよい
。必要に応じ、１若しくはそれ以上のコンピュータシステム１７０は本書で説明または図
示される１若しくはそれ以上の方法の１若しくはそれ以上の工程を大幅な空間的または時
間的制限なく遂行してよい。制限の目的ではなく一例として、１若しくはそれ以上のコン
ピュータシステム１７０は本書で説明または図示される１若しくはそれ以上の方法の１若
しくはそれ以上の工程を、リアルタイムで、またはバッチモードで、遂行してよい。１若
しくはそれ以上のコンピュータシステム１７０は、必要に応じ、本書で説明または図示さ
れる１若しくはそれ以上の方法の１若しくはそれ以上の工程を、異なる時間に、または異
なる場所で、遂行してよい。
【００６３】
　特定の実施形態において、コンピュータシステム１７０は、プロセッサ１７１と、メモ
リ１７２と、ストレージ１７３と、入出力（Ｉ／Ｏ）インターフェイス１７４と、通信イ
ンターフェイス１７５と、バス１７６とを含む。本開示は特定の構成により一定数の特定
の構成要素を有する特定のコンピュータシステムを説明および図示するが、本開示は任意
の適当な構成において任意の適当数の任意の適当な構成要素を有する任意の適当なコンピ
ュータシステムを予期する。
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【００６４】
　特定の実施形態において、プロセッサ１７１は、命令を、例えばコンピュータプログラ
ムを構成する命令を、実行するハードウェアを含む。制限の目的ではなく一例として、プ
ロセッサ１７１は命令を実行するため、内部レジスタ、内部キャッシュ、メモリ１７２、
またはストレージ１７３から命令を引き出してよく（または取り出してよく）、それらを
復号化して実行してよく、かつ内部レジスタ、内部キャッシュ、メモリ１７２、またはス
トレージ１７３に１若しくはそれ以上の結果を書き込んでよい。特定の実施形態において
、プロセッサ１７１はデータ、命令、またはアドレス用の１若しくはそれ以上の内部キャ
ッシュを含んでよい。本開示は、必要に応じ任意の適当数の任意の適当な内部キャッシュ
を含むプロセッサ１７１を予期する。制限の目的ではなく一例として、プロセッサ１７１
は１若しくはそれ以上の命令キャッシュと、１若しくはそれ以上のデータキャッシュと、
１若しくはそれ以上のトランスレーション・ルックアサイド・バッファ（Ｔｒａｎｓｌａ
ｔｉｏｎ　Ｌｏｏｋａｓｉｄｅ　Ｂｕｆｆｅｒｓ：ＴＬＢｓ）とを含んでよい。命令キャ
ッシュ内の命令はメモリ１７２またはストレージ１７３内の命令のコピーであってよく、
命令キャッシュはプロセッサ１７１による命令の引き出しを加速してよい。データキャッ
シュ内のデータは、プロセッサ１７１で実行する命令がプロセッサ１７１で実行された前
の命令の結果に作用しプロセッサ１７１で実行する後続の命令によってアクセスされるメ
モリ１７２またはストレージ１７３内のデータのコピーであってよく、またはメモリ１７
２またはストレージ１７３へ書き込まれるデータのコピーであってよく、あるいは他の適
当なデータであってよい。データキャッシュはプロセッサ１７１による読取または書込操
作を加速してよい。ＴＬＢｓはプロセッサ１７１の仮想アドレス変換を加速してよい。特
定の実施形態において、プロセッサ１７１はデータ、命令、またはアドレス用の１若しく
はそれ以上の内部レジスタを含んでよい。本開示は、必要に応じ任意の適当数の任意の適
当な内部レジスタを含むプロセッサ１７１を予期する。必要に応じ、プロセッサ１７１は
１若しくはそれ以上の算術論理演算ユニット（Ａｒｉｔｈｍｅｔｉｃ　Ｌｏｇｉｃ　Ｕｎ
ｉｔｓ：ＡＬＵｓ）を含んでよく、マルチコアプロセッサであってよく、あるいは１若し
くはそれ以上のプロセッサ１７１を含んでよい。本開示は特定のプロセッサを説明および
図示するが、本開示は任意の適当なプロセッサを予期する。
【００６５】
　特定の実施形態において、メモリ１７２は、プロセッサ１７１が実行する命令を、また
はプロセッサ１７１が操作するデータを、蓄積するメモリを含む。制限の目的ではなく一
例として、コンピュータシステム１７０はストレージ１７３から、または別の出所（例え
ば別のコンピュータシステム１７０）から、メモリ１７２へ、命令を読み込んでよい。そ
の後プロセッサ１７１はメモリ１７２から内部レジスタまたは内部キャッシュへ命令を読
み込んでよい。プロセッサ１７１は命令を実行するため、内部レジスタまたは内部キャッ
シュから命令を引き出してよく、かつそれらを復号化してよい。プロセッサ１７１は、命
令の実行中に、または命令の実行後に、内部レジスタまたは内部キャッシュへ１若しくは
それ以上の結果（中間結果であってよく、または最終結果であってよい）を書き込んでよ
い。プロセッサ１７１はその後、それらの結果の１若しくはそれ以上をメモリ１７２に書
き込んでよい。特定の実施形態において、プロセッサ１７１は（ストレージ１７３または
他所ではなく）１若しくはそれ以上の内部レジスタまたは内部キャッシュ内の、またはメ
モリ１７２内の、命令のみ実行し、（ストレージ１７３または他所ではなく）１若しくは
それ以上の内部レジスタまたは内部キャッシュ内の、またはメモリ１７２内の、データの
み操作する。１若しくはそれ以上のメモリバス（アドレスバスとデータバスとを各々含ん
でよい）はプロセッサ１７１をメモリ１７２へ結合してよい。後ほど説明されるように、
バス１７６は１若しくはそれ以上のメモリバスを含んでよい。特定の実施形態では１若し
くはそれ以上のメモリ管理ユニット（Ｍｅｍｏｒｙ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｕｎｉｔｓ
：ＭＭＵｓ）がプロセッサ１７１とメモリ１７２間に位置し、プロセッサ１７１によって
要求されるメモリ１７２へのアクセスを促進する。特定の実施形態において、メモリ１７
２はランダム・アクセス・メモリ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ：ＲＡＭ
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）を含む。このＲＡＭは必要に応じ揮発性メモリであってよい。このＲＡＭは必要に応じ
ダイナミックＲＡＭ（Ｄｙｎａｍｉｃ　ＲＡＭ：ＤＲＡＭ）であってよく、あるいはスタ
ティックＲＡＭ（Ｓｔａｔｉｃ　ＲＡＭ：ＳＲＡＭ）であってよい。さらに、このＲＡＭ
は必要に応じシングルポートＲＡＭであってよく、あるいはマルチポートＲＡＭであって
よい。本開示は任意の適当なＲＡＭを予期する。メモリ１７２は必要に応じ１若しくはそ
れ以上のメモリ１７２を含んでよい。本開示は特定のメモリを説明および図示するが、本
開示は任意の適当なメモリを予期する。
【００６６】
　特定の実施形態において、ストレージ１７３はデータまたは命令用の大容量ストレージ
を含む。制限の目的ではなく一例として、ストレージ１７３は、ＨＤＤ、フロッピー（登
録商標）・ディスク・ドライブ、フラッシュメモリ、光ディスク、光磁気ディスク、磁気
テープ、またはユニバーサル・シリアル・バス（Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｓｅｒｉａｌ　Ｂ
ｕｓ：ＵＳＢ）ドライブ、またはこれらの２若しくはそれ以上の組み合わせを含んでよい
。ストレージ１７３は必要に応じ取外可能または取外不能（または固定）媒体を含んでよ
い。ストレージ１７３は必要に応じコンピュータシステム１７０の内部にあってよく、あ
るいはコンピュータシステム１７０の外部にあってよい。特定の実施形態において、スト
レージ１７３は不揮発性ソリッド・ステート・メモリである。特定の実施形態において、
ストレージ１７３は読取専用メモリ（Ｒｅａｄ－Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ：ＲＯＭ）を含
む。必要に応じ、このＲＯＭはマスクプログラムドＲＯＭ、プログラム可能ＲＯＭ（Ｐｒ
ｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ＲＯＭ：ＰＲＯＭ）、消去可能ＰＲＯＭ（Ｅｒａｓａｂｌｅ　Ｐ
ＲＯＭ：ＥＰＲＯＭ）、電気的消去可能ＰＲＯＭ（Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ　Ｅｒａｓ
ａｂｌｅ　ＰＲＯＭ：ＥＥＰＲＯＭ）、電気的変更可能ＲＯＭ（Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌ
ｙ　Ａｌｔｅｒａｂｌｅ　ＲＯＭ：ＥＡＲＯＭ）、フラッシュメモリ、またはこれらの２
若しくはそれ以上の組み合わせであってよい。本開示は任意の適当な物理的形態をとる大
容量ストレージ１７３を予期する。ストレージ１７３は必要に応じ、プロセッサ１７１と
ストレージ１７３間の通信を促進する１若しくはそれ以上のストレージ制御ユニットを含
んでよい。必要に応じ、ストレージ１７３は１若しくはそれ以上のストレージ１７３を含
んでよい。本開示は特定のストレージを説明および図示するが、本開示は任意の適当なス
トレージを予期する。
【００６７】
　特定の実施形態において、Ｉ／Ｏインターフェイス１７４は、コンピュータシステム１
７０と１若しくはそれ以上のＩ／Ｏ装置との間の通信のため１若しくはそれ以上のインタ
ーフェイスを提供するハードウェア、ソフトウェア、または両方を含む。コンピュータシ
ステム１７０は必要に応じ、これらのＩ／Ｏ装置の１若しくはそれ以上を含んでよい。こ
れらのＩ／Ｏ装置の１若しくはそれ以上は人とコンピュータシステム１７０間の通信を可
能にしてよい。制限の目的ではなく一例として、Ｉ／Ｏ装置は、キーボード、キーパッド
、マイクロフォン、モニタ、マウス、プリンタ、スキャナ、スピーカ、スチルカメラ、ス
タイラス、タブレット、タッチスクリーン、トラックボール、ビデオカメラ、他の適当な
Ｉ／Ｏ装置、またはこれらの２若しくはそれ以上の組み合わせを含んでよい。Ｉ／Ｏ装置
は１若しくはそれ以上のセンサを含んでよい。本開示は任意の適当なＩ／Ｏ装置とそれら
のための任意の適当なＩ／Ｏインターフェイス９０８とを予期する。必要に応じ、Ｉ／Ｏ
インターフェイス１７４は、プロセッサ１７１がこれらのＩ／Ｏ装置の１若しくはそれ以
上を駆動することを可能にする１若しくはそれ以上の装置またはソフトウェアドライバを
含んでよい。Ｉ／Ｏインターフェイス１７４は必要に応じ１若しくはそれ以上のＩ／Ｏイ
ンターフェイス１７４を含んでよい。本開示は特定のＩ／Ｏインターフェイスを説明およ
び図示するが、本開示は任意の適当なＩ／Ｏインターフェイスを予期する。
【００６８】
　特定の実施形態において、通信インターフェイス１７５は、コンピュータシステム１７
０と１若しくはそれ以上の他のコンピュータシステム１７０との、または１若しくはそれ
以上のネットワークとの間の、通信（例えばパケット方式通信）のため、１若しくはそれ
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以上のインターフェイスを提供するハードウェア、ソフトウェア、または両方を含む。制
限の目的ではなく一例として、通信インターフェイス１７５は、Ｅｔｈｅｒｎｅｔ（登録
商標）や他の有線ネットワークとの通信のためネットワーク・インターフェイス・コント
ローラ（Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ：ＮＩＣ）または
ネットワークアダプタを含んでよく、あるいはＷＩ－ＦＩネットワーク等の無線ネットワ
ークとの通信のため無線ＮＩＣ（Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ＮＩＣ：ＷＮＩＣ）または無線アダ
プタを含んでよい。本開示は任意の適当なネットワークとこれのための任意の適当な通信
インターフェイス１７５とを予期する。制限の目的ではなく一例として、コンピュータシ
ステム１７０は、アド・ホック・ネットワーク、パーソナル・エリア・ネットワーク（Ｐ
ｅｒｓｏｎａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ：ＰＡＮ）、ローカル・エリア・ネットワー
ク（Ｌｏｃａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ：ＬＡＮ）、ワイド・エリア・ネットワーク
（Ｗｉｄｅ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ：ＷＡＮ）、メトロポリタン・エリア・ネットワ
ーク（Ｍｅｔｒｏｐｏｌｉｔａｎ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ：ＭＡＮ）、またはインタ
ーネットの１若しくはそれ以上の部分、またはこれらの２若しくはそれ以上の組み合わせ
と通信してよい。これらのネットワークの１若しくはそれ以上の１若しくはそれ以上の部
分は有線であってよく、あるいは無線であってよい。一例として、コンピュータシステム
１７０は、無線ＰＡＮ（Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ＰＡＮ：ＷＰＡＮ）（例えばＢＬＵＥＴＯＯ
ＴＨ（登録商標）　ＷＰＡＮ）、ＷＩ－ＦＩネットワーク、ＷＩ－ＭＡＸネットワーク、
携帯電話網（例えば移動通信用グローバルシステム（Ｇｌｏｂａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｆｏ
ｒ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ：ＧＳＭ（登録商標））ネットワーク
）、または他の適当な無線ネットワーク、またはこれらの２若しくはそれ以上の組み合わ
せと通信してよい。コンピュータシステム１７０は必要に応じ、これらのネットワークの
いずれかのため任意の適当な通信インターフェイス１７５を含んでよい。通信インターフ
ェイス１７５は必要に応じ１若しくはそれ以上の通信インターフェイス１７５を含んでよ
い。本開示は特定の通信インターフェイスを説明および図示するが、本開示は任意の適当
な通信インターフェイスを予期する。
【００６９】
　特定の実施形態において、バス１７６はコンピュータシステム１７０の構成要素を互い
に結合するハードウェア、ソフトウェア、または両方を含む。制限の目的ではなく一例と
して、バス１７６は、アクセラレイティッド・グラフィックス・ポート（Ａｃｃｅｌｅｒ
ａｔｅｄ　Ｇｒａｐｈｉｃｓ　Ｐｏｒｔ：ＡＧＰ）または他のグラフィックスバス、エン
ハンスト・インダストリ・スタンダード・アーキテクチャ（Ｅｎｈａｎｃｅｄ　Ｉｎｄｕ
ｓｔｒｙ　Ｓｔａｎｄａｒｄ　Ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕｒｅ：ＥＩＳＡ）バス、フロント・
サイド・バス（Ｆｒｏｎｔ－Ｓｉｄｅ　Ｂｕｓ：ＦＳＢ）、ハイパートランスポート（Ｈ
ＹＰＥＲＴＲＡＮＳＰＯＲＴ：ＨＴ）インターコネクト、インダストリ・スタンダード・
アーキテクチャ（Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　Ｓｔａｎｄａｒｄ　Ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕｒｅ：Ｉ
ＳＡ）バス、インフィニバンド（ＩＮＦＩＮＩＢＡＮＤ）インターコネクト、ロー・ピン
・カウント（Ｌｏｗ－Ｐｉｎ－Ｃｏｕｎｔ：ＬＰＣ）バス、メモリバス、マイクロ・チャ
ネル・アーキテクチャ（Ｍｉｃｒｏ　Ｃｈａｎｎｅｌ　Ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕｒｅ：ＭＣ
Ａ）バス、ペリフェラル・コンポーネント・インターコネクト（Ｐｅｒｉｐｈｅｒａｌ　
Ｃｏｍｐｏｎｅｎｔ　Ｉｎｔｅｒｃｏｎｎｅｃｔ：ＰＣＩ）バス、ＰＣＩエクスプレス（
ＰＣＩ－Ｅｘｐｒｅｓｓ：ＰＣＩ－Ｘ）バス、シリアル・アドバンスト・テクノロジ・ア
タッチメント（Ｓｅｒｉａｌ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　Ａｔｔａｃｈ
ｍｅｎｔ：ＳＡＴＡ）バス、ビデオ・エレクトロニクス・スタンダーズ・アソシエーショ
ン・ローカル（ＶＬＢ）バス、または他の適当なバス、またはこれらの２若しくはそれ以
上の組み合わせを含んでよい。バス１７６は必要に応じ１若しくはそれ以上のバス１７６
を含んでよい。本開示は特定のバスを説明および図示するが、本開示は任意の適当なバス
またはインターコネクトを予期する。
【００７０】
　本書におけるコンピュータ可読ストレージ媒体への参照は、構造を具備する１若しくは
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それ以上の非一過性有形コンピュータ可読ストレージ媒体を含む。制限の目的ではなく一
例として、コンピュータ可読ストレージ媒体は必要に応じ、半導体ベースまたは他の集積
回路（Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ：ＩＣ）（例えばフィールド・プログラマ
ブル・ゲート・アレイ（Ｆｉｅｌｄ－Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ
：ＦＰＧＡ）または特定用途向け集積回路（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ－Ｓｐｅｃｉｆｉｃ
　ＩＣ：ＡＳＩＣ））、ハードディスク、ＨＤＤ、ハイブリッド・ハード・ドライブ（Ｈ
ｙｂｒｉｄ　Ｈａｒｄ　Ｄｒｉｖｅ：ＨＨＤ）、光ディスク、光ディスクドライブ（Ｏｐ
ｔｉｃａｌ　Ｄｉｓｃ　Ｄｒｉｖｅ：ＯＤＤ）、光磁気ディスク、光磁気ドライブ、フロ
ッピー（登録商標）ディスク、フロッピー（登録商標）・ディスク・ドライブ（Ｆｌｏｐ
ｐｙ　Ｄｉｓｋ　Ｄｒｉｖｅ：ＦＤＤ）、磁気テープ、ホログラフィックストレージ媒体
、ソリッド・ステート・ドライブ（Ｓｏｌｉｄ－Ｓｔａｔｅ　Ｄｒｉｖｅ：ＳＳＤ）、Ｒ
ＡＭドライブ、セキュア・デジタル（ＳＥＣＵＲＥ　ＤＩＧＩＴＡＬ）カード、セキュア
・デジタル（ＳＥＣＵＲＥ　ＤＩＧＩＴＡＬ）ドライブ、または他の適当なコンピュータ
可読ストレージ媒体、またはこれらの２若しくはそれ以上の組み合わせを含んでよい。本
書におけるコンピュータ可読ストレージ媒体への参照は、３５　Ｕ．Ｓ．Ｃ．§１０１に
よる特許権保護の対象とならない任意の媒体を除外する。本書におけるコンピュータ可読
ストレージ媒体への参照は、３５　Ｕ．Ｓ．Ｃ．§１０１による特許権保護の対象となら
ない一過性信号伝送形態（伝播する電気または電磁信号そのもの等）を除外する。コンピ
ュータ可読非一過性ストレージ媒体は必要に応じ、揮発性、不揮発性、または揮発性およ
び不揮発性の組み合わせであってよい。
【００７１】
　本開示は任意の適当なストレージを実現する１若しくはそれ以上のコンピュータ可読ス
トレージ媒体を予期する。特定の実施形態において、コンピュータ可読ストレージ媒体は
必要に応じ、プロセッサ１７１の１若しくはそれ以上の部分（例えば１若しくはそれ以上
の内部レジスタまたはキャッシュ）、メモリ１７２の１若しくはそれ以上の部分、ストレ
ージ１７３の１若しくはそれ以上の部分、またはこれらの組み合わせを実現する。特定の
実施形態において、コンピュータ可読ストレージ媒体はＲＡＭまたはＲＯＭを実現する。
特定の実施形態において、コンピュータ可読ストレージ媒体は揮発性または持続性メモリ
を実現する。特定の実施形態において、１若しくはそれ以上のコンピュータ可読ストレー
ジ媒体はソフトウェアを包含する。本書におけるソフトウェアへの参照は、必要に応じ、
１若しくはそれ以上のアプリケーション、バイトコード、１若しくはそれ以上のコンピュ
ータプログラム、１若しくはそれ以上の実行ファイル、１若しくはそれ以上の命令、ロジ
ック、マシンコード、１若しくはそれ以上のスクリプト、またはソースコードを含んでよ
く、逆もまた同様である。特定の実施形態において、ソフトウェアは１若しくはそれ以上
のアプリケーション・プログラミング・インターフェイス（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｐ
ｒｏｇｒａｍｍｉｎｇ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ：ＡＰＩ）を含む。本開示は、任意の適当な
プログラミング言語で、またはプログラミング言語の組み合わせで、記述または別の方法
で表現された任意の適当なソフトウェアを予期する。特定の実施形態において、ソフトウ
ェアはソースコードとして、またはオブジェクトコードとして、表現される。特定の実施
形態において、ソフトウェアは高水準プログラミング言語で、例えばＣ、Ｐｅｒｌ、また
はこれらの適当な拡張版で、表現される。特定の実施形態において、ソフトウェアは低水
準プログラミング言語で、例えばアセンブリ言語（またはマシンコード）で、表現される
。特定の実施形態において、ソフトウェアはＪＡＶＡ（登録商標）で表現される。特定の
実施形態において、ソフトウェアは、ハイパー・テキスト・マークアップ言語（Ｈｙｐｅ
ｒ　Ｔｅｘｔ　Ｍａｒｋｕｐ　Ｌａｎｇｕａｇｅ：ＨＴＭＬ）、拡張マークアップ言語（
Ｅｘｔｅｎｓｉｂｌｅ　Ｍａｒｋｕｐ　Ｌａｎｇｕａｇｅ：ＸＭＬ）、または他の適当な
マークアップ言語で表現される。
【００７２】
　図１８は例示的ネットワーク環境１８０を図示している。本開示は任意の適当なネット
ワーク環境１８０を予期する。制限の目的ではなく一例として、本開示はクライアント・
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サーバ・モデルを実現するネットワーク環境１８０を説明および図示するが、本開示は必
要に応じネットワーク環境１８０の１若しくはそれ以上の部分がピア・ツー・ピアとなる
ことを予期する。特定の実施形態は１若しくはそれ以上のネットワーク環境１８０の中で
全面的に、または部分的に、稼動してよい。特定の実施形態において、ネットワーク環境
１８０の１若しくはそれ以上の要素は本書で説明または図示される機能を提供する。特定
の実施形態はネットワーク環境１８０の１若しくはそれ以上の部分を含む。ネットワーク
環境１８０は、１若しくはそれ以上のサーバ１８２と１若しくはそれ以上のクライアント
１８３とを互いに結合するネットワーク１８１を含む。本開示は任意の適当なネットワー
ク１０１０を予期する。制限の目的ではなく一例として、ネットワーク１８１の１若しく
はそれ以上の部分は、アド・ホック・ネットワーク、イントラネット、エクストラネット
、仮想プライベートネットワーク（Ｖｉｒｔｕａｌ　Ｐｒｉｖａｔｅ　Ｎｅｔｗｏｒｋ：
ＶＰＮ）、ローカル・エリア・ネットワーク（Ｌｏｃａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ：
ＬＡＮ）、無線ＬＡＮ（Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ＬＡＮ：ＷＬＡＮ）、ワイド・エリア・ネッ
トワーク（Ｗｉｄｅ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ：ＷＡＮ）、無線ＷＡＮ（Ｗｉｒｅｌｅ
ｓｓ　ＷＡＮ：ＷＷ　ＡＮ）、メトロポリタン・エリア・ネットワーク（Ｍｅｔｒｏｐｏ
ｌｉｔａｎ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ：ＭＡＮ）、インターネットの一部分、公衆交換
電話網（Ｐｕｂｌｉｃ　Ｓｗｉｔｃｈｅｄ　Ｔｅｌｅｐｈｏｎｅ　Ｎｅｔｗｏｒｋ：ＰＳ
ＴＮ）の一部分、携帯電話網、またはこれらの２若しくはそれ以上の組み合わせを含んで
よい。ネットワーク１８１は１若しくはそれ以上のネットワーク１８１を含んでよい。
【００７３】
　リンク１８４は、サーバ１８２およびクライアント１８３をネットワーク１８１へ結合
し、あるいはサーバ１８２およびクライアント１８３を互いに結合する。本開示は任意の
適当なリンク１８４を予期する。制限の目的ではなく一例として、１若しくはそれ以上の
リンク１８４は、１若しくはそれ以上の有線リンク１８４（例えばデジタル加入者回線（
Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｕｂｓｃｒｉｂｅｒ　Ｌｉｎｅ：ＤＳＬ）またはデータ・オーバー・
ケーブル・サービス・インターフェイス仕様（Ｄａｔａ　Ｏｖｅｒ　Ｃａｂｌｅ　Ｓｅｒ
ｖｉｃｅ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ：ＤＯＣＳＩＳ>>、無線リ
ンク１８４（例えばＷｉ－Ｆｉまたはワールドワイド・インターオペラビリティ・フォー
・マイクロウェーブ・アクセス（Ｗｏｒｌｄｗｉｄｅ　Ｉｎｔｅｒｏｐｅｒａｂｉｌｉｔ
ｙ　ｆｏｒ　Ｍｉｃｒｏｗａｖｅ　Ａｃｃｅｓｓ：ＷｉＭＡＸ）、または光リンク１８４
（例えば同期光ネットワーク（Ｓｙｎｃｈｒｏｎｏｕｓ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｎｅｔｗｏｒ
ｋ：ＳＯＮＥＴ）または同期デジタル階層（Ｓｙｎｃｈｒｏｎｏｕｓ　Ｄｉｇｉｔａｌ　
Ｈｉｅｒａｒｃｈｙ：ＳＤＨ））を各々含む。特定の実施形態において、１若しくはそれ
以上のリンク１８４は、イントラネット、エクストラネット、ＶＰＮ、ＬＡＮ、ＷＬＡＮ
、ＷＡＮ、ＭＡＮ、通信ネットワーク、衛星ネットワーク、インターネットの一部分、ま
たは他のリンク１８４、または２若しくはそれ以上のかかるリンク１８４の組み合わせを
各々含む。リンク１８４は必ずしもネットワーク環境１８０全体を通じて同じである必要
はない。１若しくはそれ以上の第１のリンク１８４は１若しくはそれ以上の点において１
若しくはそれ以上の第２のリンク１８４と異なってよい。
【００７４】
　本開示は任意の適当なサーバ１８２を予期する。制限の目的ではなく一例として、１若
しくはそれ以上のサーバ１８２は、１若しくはそれ以上のアプリケーションサーバ、カタ
ログサーバ、通信サーバ、データベースサーバ、エクスチェンジサーバ、ファックスサー
バ、ファイルサーバ、ホームサーバ、メールサーバ、メッセージサーバ、ネームまたはＤ
ＮＳサーバ、プリントサーバ、プロクシサーバ、サウンドサーバ、スタンドアロンサーバ
、ウェブサーバ、またはウェブ・フィード・サーバを各々含んでよい。特定の実施形態に
おいて、サーバ１８２は、サーバ１８２の機能を提供するハードウェア、ソフトウェア、
または両方を含む。制限の目的ではなく一例として、ウェブサーバとして稼動するサーバ
１８２は、ウェブページまたはウェブページの要素を収容するウェブサイトをホストでき
てよく、そうするための然るべきハードウェア、ソフトウェア、または両方を含んでよい
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。特定の実施形態において、ウェブサーバはＨＴＭＬファイルや他の適当なファイルをホ
ストしてよく、あるいは要請に応じウェブページのためのファイルを動的に作成または構
成してよい。ウェブサーバはクライアント１８３からのハイパーテキスト転送プロトコル
（Ｈｙｐｅｒ　Ｔｅｘｔ　Ｔｒａｎｓｆｅｒ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ：ＨＴＴＰ）要請や他の
要請に応じ、１若しくはそれ以上のかかるファイルをクライアント１８３へ伝達してよい
。もう１つの例として、データベースサーバとして稼動するサーバ１８は、１若しくはそ
れ以上のデータストア（例えば後述するデータストア１８５）とやり取りするためのイン
ターフェイスを提供できてよい。必要に応じ、サーバ１８２は１若しくはそれ以上のサー
バ１８２を含んでよく、単一または分散型であってよく、複数の場所にまたがってよく、
複数の機械にまたがってよく、複数のデータセンターにまたがってよく、あるいはクラウ
ド内に位置してよく、該クラウドは１若しくはそれ以上のネットワークに１若しくはそれ
以上のクラウドコンポーネントを含んでよい。
【００７５】
　特定の実施形態において、１若しくはそれ以上のリンク１８４はサーバ１８２を１若し
くはそれ以上のデータストア１８５へ結合してよい。データストア１８５は任意の適当な
情報を蓄積してよく、データストア１８５の内容は任意の適当な方法で整理されてよい。
制限の目的ではなく一例として、データストア１８５の内容は、ディメンショナルデータ
ベース、フラットデータベース、階層データベース、ネットワークデータベース、オブジ
ェクト指向データベース、リレーショナルデータベース、ＸＭＬデータベース、または他
の適当なデータベース、またはこれらの２若しくはそれ以上の組み合わせとして蓄積され
てよい。データストア１８５（またはこれに結合されたサーバ１８２）は、データストア
１８５の内容を管理するデータベース管理システムを、または他のハードウェアまたはソ
フトウェアを、含んでよい。データベース管理システムは読取および書込操作を遂行して
よく、データを削除または消去してよく、データ重複排除を遂行してよく、データストア
１８５の内容を照会または検索してよく、またはデータストア１８５に対する他のアクセ
スを提供してよい。
【００７６】
　特定の実施形態において、１若しくはそれ以上のサーバ１８２は１若しくはそれ以上の
データ監視／収集部１８６を各々含んでよい。データ監視／収集部１８６はデータ収集／
収集部１８６の機能を提供するハードウェア、ソフトウェア、または両方を含んでよい。
制限の目的ではなく一例として、サーバ１８２にあるデータ監視／収集部１８６はサーバ
１８２でネットワーク・トラフィック・データを監視および収集してよく、かつネットワ
ーク・トラフィック・データを１若しくはそれ以上のデータストア１８５に蓄積してよい
。特定の実施形態において、サーバ１８２または他の装置は、必要に応じ、ネットワーク
・トラフィック・データから選択されたＵＲＬと検索クエリから成る対を抽出してよい。
少なくとも１つの実施形態において、データ監視／収集部は評価装置からデータを受信す
る。このデータは本書で説明される評価／治療情報のいずれかを含んでよく、あるいはか
かるデータのいずれの派生または修正を含んでよい。かかるデータは、例えば活性値およ
び／または相対インピーダンス測定値を含んでよい。
【００７７】
　１若しくはそれ以上のサーバ１８２は、１若しくはそれ以上の計算プラットフォーム１
８７を含んでよく、あるいはそうでなければ１若しくはそれ以上の計算プラットフォーム
１８７として機能してよい。少なくとも１つの実施形態において、少なくとも１つの計算
プラットフォーム１８７はデータ監視／収集部１８６からデータを受信する。プラットフ
ォーム１８７は幾つかのモジュールを含み、これらのモジュールは点刺激および治療のた
め部位値を決定したり、種々プロトコルの工程を決定し実行したりする等、本書で説明さ
れる機能を共同で提供する。
【００７８】
　本開示は任意の適当なクライアント１８３を予期する。クライアント１８３は、クライ
アント１８３のユーザがネットワーク１８１、サーバ１８２、または他のクライアント１
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の目的ではなく一例として、クライアント１８３はマイクロソフト・インターネット・エ
クスプローラ（ＭＩＣＲＯＳＯＦＴ　ＩＮＴＥＲＮＥＴ　ＥＸＰＬＯＲＥＲ）やモジラ・
ファイアーフォックス（ＭＯＺＩＬＬＡ　ＦＩＲＥＦＯＸ）等のウェブブラウザを有して
よく、グーグルツールバー（ＧＯＯＧＬＥ　ＴＯＯＬＢＡＲ）やヤフーツールバー（ＹＡ
ＨＯＯ　ＴＯＯＬＢＡＲ）等の１若しくはそれ以上のアドオン、プラグイン、または他の
エクステンションを有してよい。クライアント１８３は、クライアント１８３の機能を提
供するハードウェア、ソフトウェア、または両方を含む電子装置であってよい。制限の目
的ではなく一例として、クライアント１８３は必要に応じ、組み込み型コンピュータシス
テム、ＳＯＣ、ＳＢＣ（例えばＣＯＭまたはＳＯＭ）、デスクトップ・コンピュータ・シ
ステム、ラップトップまたはノートブック・コンピュータ・システム、インタラクティブ
キオスク、メインフレーム、コンピュータシステムのメッシュ、携帯電話機、ＰＤＡ、ネ
ットブック・コンピュータ・システム、サーバ、タブレット・コンピュータ・システム、
またはこれらの２若しくはそれ以上の組み合わせであってよい。必要に応じ、クライアン
ト１８３は１若しくはそれ以上のクライアント１８３を含んでよく、単一または分散型で
あってよく、複数の場所にまたがってよく、複数の機械にまたがってよく、複数のデータ
センターにまたがってよく、あるいはクラウド内に位置してよく、該クラウドは１若しく
はそれ以上のネットワークに１若しくはそれ以上のクラウドコンポーネントを含んでよい
。
【００７９】
　様々な図とその説明は装置の例示的実施形態を例証するものであり、装置の種々態様を
追加、削除、および／または図示されたものと代替できることは理解されたい。かかる修
正は本書で説明されている機能を遂行するため任意に、適切に、および／または有利に、
行われてよい。かかる修正は本発明の範囲内にある。
【００８０】
　当業者によって他の数々の変更、代替、バリエーション、改変、および修正が解明され
てよく、本発明はかかる全ての変更、代替、バリエーション、改変、および修正を本明細
書の精神および範囲内にあるものとして含む。
【００８１】
　本開示では一部の実施形態と概して関連する方法とを説明したが、これらの実施形態お
よび方法の改変および置換は当業者にとって明白であろう。したがって、例示的実施形態
の上記説明は本開示を規定または制約しない。以降の請求項によって規定される本開示の
精神および範囲から逸脱することなく他の変更、代替、および改変も可能である。
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